
参加申込書等に係る質問回答書
総務管理課新庁舎建設担当

No 項　目 質問事項 回　答 回答時期

1

［実施要領P.8 7技術提案書(3)ウ
及びP.13 13参考資料］
・貸与資料について

令和8年度における各課の職員数が分かる資料が
あれば提示願います。

当該資料については、第1次審査において選定された参
加者に提示します。

令和8年5月11日

2

［実施要領P.8 7技術提案書(3)ウ
及びP.13 13参考資料］
・貸与資料について

新庁舎整備における必要諸室の諸元表があれば貸
与願います。なき場合は「大月市新庁舎整備基本
構想及び基本計画」を基に各室面積を想定し提案
を行えば宜しいでしょうか。

必要諸室に係る諸元表は、基本設計業務において整理
する予定です。必要諸室を具体的に技術提案書へ盛り
込まれる場合は、『大月市新庁舎整備基本構想』及び
『大月市新庁舎整備基本計画』に基づき想定してくだ
さい。

令和8年5月11日

3

［実施要領P.8 7技術提案書(3)ウ
及びP.13 13参考資料］
・貸与資料について

・第2次審査の参加者に配布する資料として「用
地実測図写し」、「現況配置図写し」、「既存施
設の平面図写し」以外の資料は無いと考えて宜し
いでしょうか。

お見込みのとおりです。
『既存施設の平面図等の写し』については、各階平面
図及び立面図を提示します。また、各課職員数に係る
資料を追加提示します。
なお、設計業務実施に係る貸与資料については、特記
仕様書P.3 第1業務概要 6貸与資料等をご確認くださ
い。

令和8年5月11日

4

［実施要領P.7 7技術提案書(2)］
・技術提案書の体裁について

・技術提案書はA3、A4混在となっても宜しいで
しょうか。また、実施要領では「4～5枚程度」と
ありますが上限は5枚と考えて宜しいでしょう
か。

技術提案書はA3、A4の混在となっても差し支えありま
せん。また、枚数については上限を設けておりません
が、5枚程度を目安としてください。 令和8年5月11日

5

［実施要領P.6 6参加申込書(6)
カ］
・設計事務所の実績概要(様式5)に
ついて

様式5の設計事務所の実績概要ですが、「設計業
務の実績」と「ZEBの設計業務実績」をそれぞれ
A4版1枚に記入し、合計2枚としてもよろしいで
しょうか。

差し支えありません。
1件の設計業務実績に対して様式5を各1枚の範囲内で記
入してください。

令和8年5月11日
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6

［実施要領P.6 6参加申込書(7)
ウ］
・直接雇用していることを証する
書類について

様式6の管理技術者及び主任技術者の直接雇用を
証する書類ですが、健康保険被保険者証としても
よろしいでしょうか。（令和7年12月2日に健康保
険被保険者証は廃止になっています。不可の場
合、具体的な書類をお示しください。）

以下のいずれかの書類の提出をもって確認します。
ア 雇用保険被保険者資格取得確認等通知書の写し
イ 健康保険被保険者標準報酬決定通知書の写し
ウ 市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書の写
し
エ その他公的機関の発行した書類で常勤の確認ができ
るものの写し
オ 雇用主が作成した雇用証明書（任意書式）
なお、「オ 雇用主が作成した雇用証明書（任意書
式）」には、「直接的かつ恒常的な雇用関係であるこ
と」を証明する文言に加え、以下の内容が記載されて
いる必要があります。
①証明日（契約締結日から遡って3か月以内に限る）
②事業者及び代表者名（押印必須）
③氏名（雇用関係を証明する対象者の氏名）
④雇用開始日に関する記載

令和8年5月11日

7

［特記仕様書P.6 第2業務仕様
1(3)］
・開発行為許可申請について

開発許可申請に係る造成工事ですが、令和10年度
に新庁舎建設工事の着手になることから、令和9
年度頃に完了予定でしょうか。又、別途発注され
る測量業務において、敷地測量に加えて造成計画
図も作成されると考えてよろしいでしょうか。
（本業務委託では、その成果を用いて開発担当者
との協議・申請業務のみを行うという認識でよろ
しいでしょうか。）

都市計画法に基づく開発行為許可申請は、「区画」及
び「質」の変更等に係る申請を想定しており、現時点
においては、それのみをもって開発行為許可申請が必
要となるような「形」の変更は想定しておりません。
「形」の変更とならない小規模な造成工事は、令和10
年度以降の建設工事における外構工事等に含むものと
します。
令和9年度に予定する測量業務は、基本設計業務の成果
に基づく用地整理などの測量を主に想定しています。
また、本業務委託における開発行為許可申請手続き
は、当該測量成果及び本業務委託の成果をもとに協
議・申請を行うことを想定しています。

令和8年5月11日

8

［実施要領P.1 2業務概要(2)カ、
特記仕様書P.2 第1業務概要5(3)
ア］
・概算建設工事費について

開発許可申請に係る造成工事費について、概算建
設工事費2,620百万円に含まれていると考えてよ
ろしいでしょうか。

お見込みのとおりです。
なお、開発行為許可申請については、№7の回答のとお
りです。 令和8年5月11日
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9

［実施要領P.11 9審査基準(2)ア
【表3】5)］
・地域性を活かした木材利用のア
イデアについて

新庁舎を木造化・木質化した場合に使われる木材
について、県産材や市産材の積極的な利用を検討
されると思いますが、今後木材調達を別途発注さ
れる予定はありますか。（例：森林組合からの木
材供給など）

現時点においては、木材の別途調達又は先行調達を行
う予定はありません。

令和8年5月11日

10

［実施要領P.9 9審査基準(1)ア
3)］
・平成20年4月以降の設計実績につ
いて

・1つの敷地に新築棟設計業務と既存棟改修設計
業務の2つの業務受注実績がある場合（同時期）
は、2つの延べ床面積の合計が実績として、配点
されますか？

「3)平成20年4月以降の設計実績について」は、新築・
増築・改築に当たる部分を審査対象としており、改修
部分は審査対象外となります。
同様に、実施要領P.2 3(1)のとおり、本プロポーザル
の参加資格要件として「日本国内において平成20年4月
以降に完成した新築・増築・改築で、2,000㎡以上の庁
舎または公共施設の設計業務の実績を有すること」を
定めております。

令和8年5月11日

11

［実施要領P.6 6参加申込(5)］
・ZEBの設計業務の実績を証する書
類について

・ZEBプランナーは協力事務所に在籍していま
す。ZEBの設計業務の実績は協力事務所の実績に
なりますが、よろしいでしょうか？

差し支えありません。
なお、協力事務所のZEB設計業務実績とする場合は、様
式4の備考欄及び様式5の実績概要の冒頭に協力事務所
名を（ ）内書きし、併せて様式7に必要事項を記入の
うえ提出してください。

令和8年5月11日
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